
サブサハラ・アフリカにおける日米エネルギー協力更新のための覚書署名 

（共同プレスリリース：仮訳） 

 

 

１ ８月２８日, 日米両政府は，日米戦略エネルギーパートナーシップ（ＪＵ

ＳＥＰ）を通じてサブサハラ・アフリカにおける日米エネルギー協力を拡大し，

アフリカにおけるエネルギー貧困削減と持続可能エネルギーへのアクセス向上

に対する両国のコミットメントを新たにするため，協力覚書に署名しました。

署名は，第７回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ７）において，紀谷昌彦アフリ

カ部参事官及びアンドリュー・ハースコウィッツ・パワー・アフリカ首席調整

官によって行われました。 

 

２ 本覚書は，米国国際開発庁（ＵＳＡＩＤ）が管轄するパワー・アフリカを

支援するために，２０１６年８月に日米両政府が署名した前回の覚書下におけ

る３年以上にわたる成果を土台とするものです。本覚書によると，クリーン・

エネルギー対策，地熱，エネルギー効率のための共同投資を活用し，国境を越

える電力貿易及び地域のパワープールを支援するとしております。新たなパー

トナーシップは，２０１８年にマーク・グリーンＵＳＡＩＤ調整官が発表した

パワー・アフリカ２．０のもと，配電・送電の分野で成果を出すため，取組を

進めていきます。日本政府，ＵＳＡＩＤ及びより幅広いパワー・アフリカ・ネ

ットワークは，サブサハラ・アフリカにおける送電設備の向上に共に取り組み

ます。 

 

３ パワー・アフリカは，米政府が主導し，ＵＳＡＩＤが管轄するサブサハラ・

アフリカにおける電力アクセスを倍増させるためのパートナーシップで，２０

３０年までに，新たな発電能力を３０，０００メガワット増加し，電力への新

規接続を６，０００万件追加することを二大目標としています。 

 


